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事前評価表案 

    国際協力機構 社会基盤・平和構築部 

平和構築・復興支援室 

１．案件名                       

国 名： ボスニア・ヘルツェゴビナ国    

案件名： 

（和名）スポーツ教育を通じた信頼醸成プロジェクト 

（英名）The Project for Confidence Building through Physical Education 

 

２．事業の背景と必要性                

（１）当該国における平和構築の現状と課題 

1995 年 12 月のデイトン合意により紛争が終結したボスニア・ヘルツェゴビ

ナ（以下「BiH」）においては、今日でも依然中央政府のもとに、ムスリム系・

クロアチア系住民が中心の「ボスニア・ヘルツェゴビナ連邦（以下、「FBiH」）」

およびセルビア系住民が中心の「スルプスカ共和国（以下、「RS」）」）という 2

つのエンティティ（高度な自治権を持つ行政主体）が存在する分裂した状態が

続いている。 

各エンティティには独自の大統領、政府が存在するだけでなく、それぞれ独

自の司法、教育等の国家制度を有しており、国内統合は進んでいない。さらに

教育分野においては、各民族が異なる教育カリキュラムを採用しており、それ

が国民の一体性及び民族間の相互理解を阻害する大きな要因の一つともなって

いる。 

中でも FBiH側南部に位置するモスタル市は、紛争中、クロアチア系住民とム

スリム系住民が激しい戦闘を行った結果、現在でも両民族が市内の異なる地域

に住み分けているなど、全国でも最も民族統合が進んでいない地域の一つであ

る。このため同市において、民族間の相互理解を図ることは BiH における平和

構築を進める上で象徴的な意味を持つ。 

（２）当該国における平和構築に関連する政策と本事業の位置付け 

BiHにおいて教育改革の推進役を担う欧州安全保障協力機構（以下、「OSCE」）

は 2002年に教育統合へ着手した。2003 年には初・中等教育枠組法が採択され、

「共通コア・カリキュラム（以下、「CCC」）」の導入が決定された。CCC の策

定を担う中央政府の就学前・初等・中等教育庁（以下「APOSO」）は、2015年

6月までに初等・中等教育のすべての一般科目について CCCを策定するとして

いたが、現時点では保健体育、美術の統合が進んでおらず、これらの科目にお

ける CCCの策定支援が早急に求められている。 
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 モスタル市においては、サッカー元日本代表主将の宮本恒靖氏が設立した非

営利団体「マリ・モスト」が存在し、現在同団体を中心とした民族融和と多文

化共存を目的としたスポーツアカデミーの設立準備が進められている。モスタ

ル市はスポーツ協会を通じ、これに全面的に協力する意向を示しているが、同

市には、スポーツ交流を通じた民族間の信頼醸成に関する事業経験が少なく、

マリ・モストとも関係の深い日本からの支援が求められている。 

（３）BiHの平和構築に対する我が国及び JICAの援助方針と実績 

日本政府はボスニア紛争終結直後から、和平履行評議会運営委員会のメンバ

ーとして同国の和平履行に主体的に関与するとともに、ODA を通じて同国の平

和構築を支援してきた。近隣ヨーロッパ諸国とは異なり、当該地域での民族的

な利害関係を一切持たないことからも、日本の取組みは高く評価されている。

本事業は日本の対 BiH 国別援助方針における重点分野のうち「平和の定着・民

族の和解」に位置付けられる。 

JICA は、2005 年にモスタル高校をパイロット校として民族共修の IT（情報

科）授業実施を推進した。その結果、現在同科については、国内全ての普通科

高校で民族共修の授業が行われるようになり、青少年世代からの融和促進と信

頼醸成の推進に貢献している。 

（４）他の援助機関の対応    

 民族共修の CCCの策定については、Save the children が算数、UNICEFが母

語、OSCE と米国大使館が共同で社会科学及び歴史、GIZ が自然科学の分野で

協力している。 

 

３．事業概要                       

本事業は 2つのコンポーネントにより実施する。保健体育 CCC作成支援をコ

ンポーネント A（以下、「A」）とし、モスタル市スポーツ協会の能力強化支援を

コンポーネント B（以下、「B」）とする。 

（１）事業目的 

BiH国内のターゲット小学校において、保健体育 CCCの作成・導入支援を通じ

てその定着を図るとともに（A）、モスタル市スポーツ協会を対象に、社会的包

摂性・多様性・公正性に配慮したスポーツ事業実施能力の強化を図り（B）、も

って社会的包摂性・多様性・公正性に配慮したスポーツ教育の意義が BiH 国内

で認知されることに寄与するものである。 

（２）プロジェクトサイト／対象地域名  

 拠点をモスタル市に置く。  

A：全国 B：モスタル市   

（３）本事業の受益者  
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A：直接受益者 APOSO 

最終受益者  小学校の生徒（全国民） 

B：直接受益者 モスタル市、モスタル市スポーツ協会 

  最終受益者 モスタル市民 

（４）事業スケジュール（協力期間）   

 A、B：2016年 10 月～2019年 9月を予定（計 36ヶ月） 

（５）総事業費（日本側） 

2.4億円（共通：1.27億、A：0.71億、B：0.42億）   

（６）相手国側実施機関  

A：APOSO（保健分野 CCCの策定） 

B：モスタル市スポーツ協会（スポーツ事業の運営） 

（７）投入（インプット）    

1）日本側  

長期専門家 1名 スポーツ教育／業務調整専門家 

現地専門家 1名 教育 

 短期専門家 保健体育カリキュラム・教科書・教員マニュアル作成 他 

 本邦研修 保健体育教育、スポーツ事業運営 

 機材供与 体育・スポーツ機材 

 2）ボスニア・ヘルツェゴビナ国側 

・カウンターパート 

A：保健体育分野 CCC策定チームリーダー1名 

B：モスタル市スポーツ協会シニアスポーツマネージャー1名 

 ・専門家の執務環境の提供（A、B各々が提供する）    

（８）環境社会配慮・貧困削減・社会開発    

 1）環境に対する影響/用地取得・住民移転    

① カテゴリ分類 C    

② カテゴリ分類の根拠   

自然あるいは社会環境に影響を及ぼす活動は伴わない。多民族の融和

を目的とした活動であり、社会面ではプラスの貢献が期待される。 

 ③ 環境許認可 対象外 

 ④ 汚染対策 対象外  

  ⑤ 自然環境面 対象外  

  ⑥ 社会環境面 敵対した民族間の融和は社会環境を改善する 

  ⑦ その他・モニタリング 統計、アンケート調査  

 2）ジェンダー・平等推進・平和構築・貧困削減 

CCC 作成 TWG メンバーの選定及び、活動として想定されるスポーツ
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イベントにおいてはジェンダー平等を推進する。 

（９）関連する援助活動  

1） 我が国の援助活動 

日本政府は、2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けた国際公約

の一つとして「Sports for Tomorrow (SFT)」を掲げ、国際スポーツ人材の育成

を支援している。これを受け、JICA では 2014 年 6 月に「開発とスポーツ推

進連絡会」を設置し、開発とスポーツに係る事業展開を推進するための体制

を整備した。 

在ボスニア日本大使館は、2014年度の草の根文化無償資金協力により、モ

スタル市が所有するサッカーピッチの整備を支援した（現在も工事実施中）。 

2） 他ドナー等の援助活動 

   CCC作成に関するドナー連携としては、CCC完成後の普及方法に関する情

報交換が想定される。 

 

４．協力の枠組み                   

（１）協力概要 

1）上位目標： 

保健体育 CCC やモスタル市における取り組みを踏まえた社会的包摂性・多様

性・公正性に配慮したスポーツ教育の意義がBiH国内で認知されるようになる。 

指標：BiH国内における保健体育教育関係者の社会的包摂性・多様性・公正性に

配慮したスポーツ教育に関する認知度 

2）プロジェクト目標： 

A：保健体育 CCCが、BiH国内のターゲット小学校において定着する。 

指標：ターゲット小学校における保健体育 CCCの採用率。 

B：モスタル市スポーツ協会が実施するスポーツイベントに社会的包摂性・多様

性・公正性への配慮がなされるようになる。 

指標：スポーツ協会の実施または計画するスポーツイベントにおける、社会的

包摂性・多様性・公正性へ配慮された事業の割合。 

3）成果： 

1．社会的包摂性・多様性・公正性に配慮した保健体育 CCC が BiH 国内で関係

する全ての教育省参加のもとに作成される。（A） 

指標： 保健体育 CCC の官報への掲載。 

2．BiHのターゲット小学校において保健体育 CCCが試行的に導入される。（A） 

指標：ターゲット小学校において保健体育 CCCに沿った授業が試行的に実施・

評価された回数。 

3．BiH国内において保健体育教育関係者のネットワークが構築される。（A） 
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指標：ネットワークを構成するコアメンバーの選定とネットワーク会合の開催

回数。 

4．モスタル市スポーツ協会が、社会的包摂性・多様性・公正性に配慮したパイ

ロットイベントを実施する。（B） 

指標：モスタル市スポーツ協会が実施した社会的包摂性・多様性・公正性に配

慮したパイロットイベント数     

*指標における具体的な数は事業開始時のベースライン調査を鑑み、事業開始 1年後を目途に決定する。 

 

５．前提条件・外部条件                      

（1）前提条件 

・CCC策定にかかる APOSOの役割が維持される 

・モスタル市スポーツ協会の予算が維持される 

（2）外部条件（リスクコントロール） 

・BiH教育改革に関し、大きな政策転換が無い 

・モスタル市のスポーツ振興に関し、大きな政策転換がない   

  

６．評価結果                              

本事業は、ボスニア・ヘルツェゴビナ国の開発ニーズ、日本の援助政策と十

分に合致しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高

い。  

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                

（1）類似案件の評価結果  

BiHにおける「スレブレニツァ地域における信頼醸成のための農業・農村開発

プロジェクト（2008 年～2011 年）」の教訓では、こどもが自分と異なる民族の

人間に石を投げる姿が見られた。そこで幼児期から民族の垣根を越えた交流の

場を提供する必要性を認め、幼稚園を開設した。その結果、こども同士の交流

に加え、幼稚園にこどもを連れてくる親同士の民族を超えた交流が始まり、民

族間の融和に貢献した。 

（2）本事業への教訓    

 本事業においては、スポーツ事業実施時に、こどもを対象としつつも親が事

業に参加する機会を設けるなどの工夫をする。 

 

８．今後の評価計画                           

（1）今後の評価に用いる主な指標      

４．のとおり。   
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（2）今後の評価計画 

事業開始６ヶ月以内 ベースライン調査 

A：スポーツ協会主催の年間イベントにおける社会的包摂性・多様性・公

正性へ配慮状況 

B：体育事業の現状（サンプリング調査） 

事業終了３年度  事後評価   

  

以上 

 

 


